汚水排除量の認定等に関する基準
　
（趣旨）

第１条　この基準は、船橋市下水道条例（昭和３６年船橋市条例第３１号。以下「条例」という。）第１８条及び第１９条の規定する汚水排除量の認定等に関し必要な事項を定める。

（定義）

第２条　この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　⑴　水道水以外の使用水（以下「地下水等」という。）の汚水排除量認定　地下水等又は、水道水と地下水等を併用して使用する場合の汚水排除量の認定をいう。

　⑵　減量認定　営業に伴う使用水量と汚水の排除量が著しく異なる場合に、公共下水道に排除されない水量（以下「減量水量」という）の認定をいう。
　⑶　計量器等　計量法（平成４年法律第５１号）に適合するものをいう。

（地下水等の汚水排除量認定の対象）

第３条　前条第１号に規定する地下水等の汚水排除量として認定を受けることのできる場合は、次の各号に掲げるとおりとする。

⑴　家庭用使用　地下水等と水道水を併用して使用する場合
⑵　営業用使用　営業用で地下水等及び地下水等と水道水を併用して使用する場合

（減量認定の対象）

第４条　第２条第２号に規定する減量認定の対象は、次の各号に掲げるとおりとする。
⑴　製品含有又は製品製造過程に係る減量認定　飲料水や食料品等の製品に含まれる水量又は紡績、製紙、染色等の製品製造過程における蒸発水ついて、その水量を計量器等により計量できる場合は、計量された水量を減量水量とする。
⑵　ボイラー又はクーリングタワーに係る減量認定　ボイラー又はクーリングタワーからの蒸発水等について、補給水量からブロー水量を除いた水量を計量器等で計量できる場合は、計量された水量を減量水量とする。
⑶　地下浸透に係る減量認定　散水等で地下に浸透する水量について計量器等で計量できる場合は、計量された水量を減量水量とする。
 ⑷　その他排除される汚水の一部又は全部が明らかに下水道への排除がないと市長が認める場合でその水量を計量器等により計量できる場合は、その水量を減量水量とする。
２　前項各号の規定にかかわらず、使用者の負担において、「排水流量計等による汚水排除量の認定に関する基準」に基づき、排水口に計量器を設置した場合には、その計量水量を汚水排除量として認定することができる。
３　減量水量が計量器等で計量することが困難であると市長が認める場合で、減量水量が明確かつ合理的に把握できる書類等を提出できるときは、当該水量について減量水量として認定することができる。
（減量認定の要件）
第５条　減量認定は、減量水量が原則として全体の使用水量の１０パーセント以上の施設を対象とする。ただし、１月当たりの総使用水量が５００立方メートルを超えるものにあっては、１月当たりの減量水量が５０立方メートル以上の施設を対象とする。また、期（２月分）の減量水量が全体の使用水量の１０パーセントに満たない場合であっても、年間使用水量に対する年間減量水量の割合が１０パーセント以上である場合には、当該期についても減量認定の対象とする。
２　減量水量の計量に必要な計量器等の設置・維持管理については、使用者が行うものとする。
（申請）

第６条　第２条各号に規定する認定を受けようとする者は、事前に協議のうえ、第３条各号の区分により汚水排除量認定申請書（家庭用）（第１号様式）又は汚水排除量（汚水排除量減量）認定申請書（営業用）（第２号様式）に次に掲げる書類のうち当該申請に必要な書類を添えて市長に申請しなければならない。

⑴　第２条各号の認定の共通添付書類

　ア　申請場所地図（案内図）
　イ　施設平面図
ウ　給排水管系統図
エ　揚水設備の仕様書
オ　揚水設備の写真
カ　計量器等の仕様書
キ　計量器等の写真（指針、検定証印、計量器と背景がわかるもの）
ク　年間使用水量の実績又は年間使用予定水量

⑵　第４条各号に規定する減量認定については、前号に掲げる書類に加えて減量関係機器仕様書及び写真

⑶　第４条第１号に規定する減量認定については、前２号に掲げる書類に加えて製品製造工程図及び製品含有水量に関する資料
⑷　その他市長が必要と認めた書類 
２　前項に掲げる第３条第１号に係る申請については、船橋市下水道条例施行規則（昭和５０年船橋市規則第４２号。以下「規則」という。）第２７条に定める様式をもって汚水排除量認定申請書（家庭用）（第１号様式）に代えることができる。
（認定）

第７条　市長は、前条の申請があったときは、当該申請書等の内容その他必要事項を審査し、かつ必要に応じ、現地調査を行ったうえ、その可否を決定し、申請者に対し通知するものとする。

２　前項に掲げる通知について、第３条第１号に係る可否については「納入通知書兼領収書」又は「口座振替済明細書兼通知書」により、第３条第２号に係る可否については「汚水排除量（汚水排除量減量）認定決定通知書」（第３号様式）により、行うものとする。

（認定期間）

第８条　認定の期間は、認定をした日から１年とする。ただし、当該基準をみたしている場合は１年間自動更新されるものとし、以降同様とする。
（地下水等の汚水排除量の認定）

第９条　地下水等の汚水排除量の認定は、次の各号に掲げるとおりとする。

⑴　家庭用で水道水と地下水等を併用して使用する場合は、水道水の使用水量に、規則第３１条第１号に規定する汚水排除量に次の表の割合を乗じた水量を加えた水量をもって汚水排除量とみなす。

	使用場所
	台所
	洗濯
	風呂
	洗面所
	トイレ
	掃除
	その他

	割　　合
	７％
	１２％
	３３％
	６％
	３０％
	６％
	６％


⑵　営業用で下水道へ汚水を排除する場合は、計量器等により計量した水量又は当該水量から減量水量を減じた水量をもって汚水排除量とみなす。ただし、汚水排除量の認定にあたり計量器等を設置することが困難であると市長が認める場合は、別表１に掲げる「船橋市業態別井戸水使用水量基準」及び別表２「船橋市畜産農家における家畜排せつ物使用水量基準」に基づき算定した水量をもって汚水排除量とみなす。
（汚水排除量の申告）
第１０条　営業用使用として地下水等の汚水排除量認定の適用を受けている者、又は、減量認定の適用を受けている者は、水道の検針期間などの認定期間に合わせて期間内の汚水排除量又は減量水量を速やかに規則第３２条に規定する「汚水排除量認定申告書」（様式第１０号）により申告するものとする。ただし、前条第２号ただし書の規定により汚水排除量の認定を受けている場合は、この限りでない。
２　前項の申告がない場合には、当該認定期間の汚水排除量は、「下水道使用料の減免に関する要綱」（平成２４年８月１日施行。「減免要綱」という。）第５条（漏水等による汚水排除量の算出方法）の規定に準じて認定するものとし、汚水排除量減量水量については、認定しないものとする。

３　市長は、第１項について特別の事情により申告できなかったと認められるときは、減免要綱第５条（漏水等による汚水排除量の算出方法）の規定に準じて、汚水排除量及び汚水排除量減量水量を認定することができる。

（認定を受けた者の義務）

第１１条　第７条の規定により認定の決定を受けた者（以下「認定決定者」という。）は、この基準を遵守するほか、次の各号を守らなければならない。

⑴　第１０条第１項に規定する申告の関係明細の資料等については、１年間保存し、本市が閲覧を申し出たときは、これに応じなければならない。

⑵　本市職員の立ち入り調査については、常にこれに協力しなければならない。

⑶　その他、本市職員の指示に従うこと。

（認定の取消）
第１２条　市長は、認定決定者が次の各号の一に該当する場合には、認定の決定を取り消すものとする。ただし、市長は毎月定例日現在の使用料算定に当たり、他に使用の態様を勘案するものがないときは、継続して認定を用いることができる。
⑴　虚偽の申請、その他不正な方法により第２条に規定する認定の決定を受けたとき。
⑵　次条に規定する変更の届出を行わなかったとき。
⑶　第２条から第５条までの規定に該当しなくなったとき。
⑷　下水道使用料及び下水道受益者負担金の滞納があるとき。

⑸　本市の条例・規則及びこの基準に定める義務を遵守しないとき。

　⑹　その他、市長が特に必要があると認めたとき。

（変更の届出）

第１３条　認定決定者は、認定に係る状況等に変更があった場合又は当該認定事項を終了する場合は、遅滞なく汚水排除量（汚水排除量減量）認定（変更・終了）届出書（第４号様式）により、市長へ届け出なければならない。

附　則

（施行期日）
１　この基準は、平成２４年８月１日から施行する。

（経過措置）
２　この基準の施行の際現に調製されている用紙は、当分の間所要の調整をして使用することができる。
３　汚水排除量及び減量水量の認定は、従前から継続して汚水排除量の申告又は汚水排除量減量水量の申告がなされる場合、なお従前の例によることができるものとする。
（旧基準細則の廃止）

４　この基準の施行に伴い「漏水を原因とする減量認定に関する基準細則」（平成２０年９月１日施行）は廃止する。
附　則

　この基準は、平成２５年４月１日から施行する。

　　　附　則

　この基準は、平成２７年４月１日から施行する。

　　　附　則

　この基準は、令和３年１月１日から施行する。
　　　附　則

　この基準は、令和３年４月１日から施行する。
